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三田社会学第11号(2006)

著者 リプライ

『ネオ ・リベラリズムの時代の多文化主義

―オース トラリアン ・マルチカルチュラリズムの変容― 』書評論文 リプライ

塩原 良和

 学部 の学生 と して多文化主義 を学びは じめた10数 年前 、ゼ ミなどで よくこんな議論を して

いた。 「国民国家 内部 の文化 的多様性 を、 どこまで認 めるべ きか」、 「文化 的多様性 を承認 しっ

つ社会 の分裂 を回避す るには、 ど うすべ きか」。 多文化 主義へ の 「規範 的」なアプ ロー チ、 と

で もい うべ きこ うしたテーゼは、現在 でも 日本や欧米 の一部 の研究者 のあいだで追究 され続 け

ている。 しか し、オ0ス トラ リアの多文化主義 を研 究す るために在外研 究を始 めてか ら、 この

テーゼ に対す る強い違和感 を覚 えるようになった。 それ は、 とりわけ 日本 のアカデ ミズムにお

いて、現実の社会 にお けるマ ジ ョリテ ィ ーマイ ノ リテ ィの権力 関係 への関心 が希薄なままに多

文化主義 を規範的に論 じる傾向が強かったのではないか、 とい うことである。つ ま りそ こでは、

文化的多様性 を 「認 める」のが 「誰 」なのか、社 会の分裂 を 「回避す る」 のが 「誰」なのか、

とい う問いが、 しば しば隠蔽 されていた。 日本で もオース トラ リアで も、現前す る社会 関係 を

みれ ば、 「誰」 とは民族 的なマ ジ ョリティ としての 「日本人」、 「英 国系オー ス トラ リア人」で

あ り、そ して、たいてい の場合はマジ ョリテ ィの利益 を代弁す る国家権力 であると考 えざるを

えない。 したがって、多文化 主義 を規範的 に論 じる研究者 は、少 しで も油断 をすれ ば、 「国家

内部の文化的多様性 は、 ここまで認 めてお けば よい。 これ以上認めた ら、国民社会が分裂 して

しま う」 とい う、マジ ョリテ ィ/国 家 による文化 的多様性 の抑圧の言い訳 に、 自分た ちの学術

的議論が流用 され て しま うの を、指 を くわえてみているはめになる。

 これ が石井 由香氏 のい う、 「多文化 主義(論)の 政治性」 とい うこ とだろ う。 アカデ ミック

な言説 は、アカデ ミズムの外部の さま ざまな政治勢力 に よって、 しば しば研究者 自身が思いも

よらないかたちで流用 され る。 多文化主義研究がエスニ ック ・マイ ノリティの尊厳や権利 とい

ったセ ンシテ ィブな問題 に関係 して くる以上、多文化 主義研究者はみず か らの議論の政 治性 に

自覚的でなけれ ばな らず、 自らの生産す る学問的テキス トが政治的に流用 され るプ ロセスその

ものを、あ らか じめ再帰的に織 り込 んだ理論構築を行 う必要が ある。 これ は、拙著における主

要 な問題提起のひ とつで ある。

 この 「政治性 」の問題 は、 日本 で もようや く定着 してきた反 一本質主義的立場か らの多文化

主義へ の批判的アプローチ について もいえる。 このアプ ローチ は、多文化主義がエスニ ック文

化 を本質主義的に固定化 して しま うことを問題視 す る。そ して、文化 の社会構築1生を強調す る

ことで、 「文化 的多様性 を承認 しつつ社会 の分裂 を回避す るには、 どうすべ きか」 とい う例の

テ0ゼ を乗 り越 えよ うとす る。 すなわち、こ うした議論 は多文化主義を、よ り 「ハイブ リッ ド
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な」文化/社 会を創 出す るた めの道 筋 として再規定 しよ うとす るのだ。 しか し、 こうした反 一

本質 主義 的多文化 主義論 も、 「政 治性 」の問題 か ら逃 れ ることはで きない。オース トラ リアの

アカデ ミズムでは、 日本 に比べては るかに反 一本質主義的な多文化主義理解が定着 している。

しか し、ネオ ・リベ ラリズムに傾斜 したオース トラ リア政府 に よってそ うしたアカデ ミックな

言説 が流用 された結果 、1990年 代後半に、 「公 定多文化主義言説 のネ オ ・リベ ラル化 」 と拙著

で呼んだ現象が進行 したのである。

 石井 氏は、現在の保 守政権以前 の労働 党政権期 か ら、オース トラリアにお ける 「多文化主義

のネオ ・リベ ラル化」は進 んでい た と指摘 し、労働党 が多文化主義解釈 をネオ ・リベ ラル化 さ

せていった背景 をよ り詳細に分析す る必要があ ると主張す る。石井氏の指摘す る とお り、拙著

は多文化主義 の公定言説(理 念)の 構築過程 とその帰結 をお もに扱 ってお り、政党政治や政策

決定過 程の分析 に直接の焦点をあてたものではない。 これ らの論点は、それ はそれ として興 味

深い ものであ り、今後の研 究課題 としたい。

 だが、石井氏 のい う 「多文化 主義 のネオ ・リベ ラル化」 について、私の見解 はやや異なって

いる。確かに、拙著で も言及 した とお り、実際の施策 の面にお ける多文化 主義 的な社会福祉政

策 の抑制 ・削減 は労働 党政権期 か らす で に始 まって いた。 しか し、 「施策 」 ではな く 「理念

(公定言説)」 としての多文化 主義 のネ オ ・リベ ラル化へ の流れ が確 立 し、完成 した ことには、

キーテ ィング労働党政権 に代わ りハ ワー ド保守連合政権 が登場 した ことが重要な契機 となった

と私 は考 えてい る。 この公定言説 の転換過程 については、拙 著第3章 で詳述 した。 キーテ ィン

グ政権期の公定多文化 主義言説は、福祉 国家的多文化主義を強調す る 「コーポ レイ ト・コスモ

ポ リタニズム」の論理 に基本的 に基づいていた。 しか し他方 で、同時期の公定多文化主義言説

は、 「経 済合理 主義」や 「反 一本 質主義」 をその論 理 に導入 してい くこ とで、福祉国家的多文

化 主義 と矛盾 した方向性 をも内包 していった。 これ は部分的には、アカデ ミックな言説 として

の 「コー ポ レイ ト・コスモ ポ リタニ ズム」 自体 が抱 えていた、福祉 国家的多文化主義 を強調 し

なが ら、その社会福祉 の受 け皿 としてのエスニ ック ・グループを脱構築す るこ とを奨励す る と

い う矛盾 の反映で もあった。結局、ハ ワー ド政権 が 「コーポ レイ ト・コスモ ポ リタニズム」 を

退 け、アカデ ミズム における 「ネオ リベ ラル 多文化主義」論 を公 定言説 に流用 しなお した結果、

この矛盾 は(ネ オ ・リベ ラル体制 に親和的なや り方 で)解 消 され、施策 の面 での福祉 国家 的多

文化主義の解体 に歯止め をかける理論的機 制が、公定多文化主義言説 のなかか ら失われ て しま

ったのであ る。

 石井氏が指摘す る とお り、拙 著での私の議論は、 こ うしたハ ワー ド政権 にお ける公定多文化

主義言説のネオ ・リベ ラル化に批判 的である。だが、私 の関心はそれ と同時に、そ うした変化

を 「意図せ ざる帰結」 として準備 して しまった、アカデ ミックな多文化 主義論 の問題性 に も向

け られてい る。つ ま り、オース トラリア多文化主義研 究の潮流 として第2章 で整理 した 「コー

ポ レイ ト・コスモ ポ リタニズム」に しても 「ネオ リベ ラル 多文化主義」に して も、あるいは も

うひ とつの 「批判 的多文化主義」に して も、 自らの生産 した言説がオース トラ リア政治の文脈
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でいかな る波及効果 を持 ち うるのか とい う 「政治性 」の認識 が不十分なままに、反 一本質主義

的な多文化 主義論 を展開 して しまったこ とが、エスニ ック ・マイ ノ リテ ィのエンパ ワー メン ト

とい う観 点か らみた多文化 主義 の後退 をもた ら して しまったのではないか。 これ は、拙著で取

りあげたオー ス トラ リアの多文化 主義研究者への批判 である とともに、オース トラ リア多文化

主義研 究者 の端 くれ と しての 自分 自身への反省 で もある。それ はまた、 日本社会 にお けるマジ

ョリテ ィ中間層の一員 として 自己形成 し、オース トラ リア社会 において、いわば 「部外者」 と

して研 究 してきた、ひ と りの 「日本人」研 究者 である私 が、 オース トラ リアの多文化主義に介

入 してい く際 に選んだポジシ ョン とも関連 してい る。

 石井氏 は、私が 「エスニ ック ・マイ ノ リテ ィとい う当事者、主体の立場」 か ら、議論を展 開

している とい う。 しか し、 これ ははっき りさせ てお きたいのだが、私 はオー ス トラ リアの多文

化 主義 を 「マイ ノ リテ ィ/当 事者」の立場か ら議論 したつ も りはない し、そもそ も、そんなこ

とは不 可能で ある。 なぜ な ら、オース トラ リアで調査 を していた当時 もい まも、私は差別 ・抑

圧 を被 ってい るとい う意 味で の 「マイ ノリテ ィ」 ではないか らである。結局の ところ、拙著 に

おけ る私の立場 は次の よ うな もので しかない。 「ひ と りの 『マ ジ ョリテ ィ』 であ り、 なおかつ

アカデ ミックな 『研 究者』 として、マイ ノリテ ィのエ ンパ ワーメン トをつ うじて不平等な社会

関係 を是正 してい く実践 を支持す る多文化 主義の あ り方 を模 索す る者」。 この曖昧 な立場の な

かで、私 にで きる貢献 とは何だったのか。

 私 に とって重要 だったのは、エスニ ック ・マイ ノ リテ ィのエ ンパ ワー メン トとい う方 向性 を

もつ、 なるべ く多 くの人々が共有でき るよ うな 「目標 」 と して、多文化主義理念 を再確立す る

ことだった。アカデ ミックな反 一本質 主義 的多文化 主義 論の もっ とも深刻 な 「意 図せ ざる帰

結」は、多文化 主義 の理論 と、エスニ ック ・マイ ノ リテ ィ当事者 による差別 や不平等へ の闘争

の実践(そ れ は しば しば、本質主義 的な文化観 を運動の資源 として動員 し、社会 的市民権に も

とついた国家へ の要求 をともな う)と を、分断 して しまった ことにある。 アカデ ミズムに身を

置 くもの として、この分断を再架橋す る必要が あると、強 く感 じた。

 そ うした 「共通の 目標」への一里塚 として拙著 にお ける 「試論」 で提起 したのが、 「福祉 国

家的多文化 主義 の再評価」 とい う戦略だ ったのであ る。広義 の 「多文化 主義」 を支持す る側 に

立っ、ふたつ の方 向性 を目指す人 々がい る。一方に、エ スニ ック ・マイ ノリテ ィに とっての構

造的不平等 の是正 と、階層 を こえた社会的連帯を実現す る装置 としての 「福祉国家」 を要求す

る人々がいる。他方には、そ うした国家その ものを越 えでた 「越境」や 「ハイ ブ リデ ィテ ィ」

を希求す る人々がい る。 この両者が共有で きる道筋 として、 「社会福祉 を通 じたエ スニ ック ・

マイ ノ リティのエ ンパ ワーメン トによる、階層 と国家 をこえた越境 的実践 とハイブ リッ ドな社

会編成 の発展 」 とい う回路 を用意 す る必要 があった とい うことであ る。 これ が拙 著で用いた

「対抗原理」 とい う言葉 の意味 である。それ は、多文化主義理念 のネオ ・リベ ラル化 に違和感

を覚え る人 々に とっての連帯 の理念の模 索を意味 してい る。

 石井 氏は、 この 「対抗原理 」 とい う言葉 を、 「主流国民」ない し 「政府 」への対抗原理 と し
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て解釈 した。 そ して石井氏はその限界 を指摘 し、代わ りに 「体制 内改良原理」 とい う言葉 を提

案す る。 しか し、私 は拙 著で、 「主流 国民/国 家へ の対 抗原理」 とい う言い方で はな く、 「ネ

オ ・リベ ラ リズムへの対抗原理」 とい う言 い方 を してい る。 そ こに微妙な違いがある。 いわ ゆ

る 「主流国民」や、国家権力の内部にいる人 々のすべてが、多文化主義理念のネオ ・リベ ラル

化 を支持 してい るわけではない こ とは、オース トラ リアの事例 か らは明 らかで ある。 日本 にも、

それ とは異 なった 「多文化共生」の あ り方を模索す る 「主流国民」の研究者 ・運動家や行政官

僚たちがいる。そ うした人 々 とマイ ノ リテ ィ当事者 が、緊張感 のあ る協働 を行 うことが重要 で

あ り、そのためには、め ざすべ き 「共通の 目標 」が必要で ある。私のい う 「対抗原理」 とは、

その よ うな 「連帯の根拠 」をイ メー ジ してい る。 したがって、石井氏が強調す る 「対抗原理」

と 「体制 内改良原理」 の違 いは、(運 動戦 略の うえで は意 味を もつが)、 社会 的連帯 のための

「共通の 目標」 としての多文化 主義理念の再構 築、 とい う 「試論」での問題意識 に とっては第

一義的に重要な ものではない、 とい うのが私の見解 である。 目標が同 じな ら協働で きる、 とい

うほ ど楽観 的にはなれ ないに して も、今 日の 日本や 先進諸 国のエスニ ック ・マイ ノ リテ ィを取

り巻 く状況をみるにつ け、ネオ ・リベ ラ リズ ムに対抗す るための 「連帯の根拠 」を模索す る必

要性 を痛感 させ られ る。そ して多文化 主義 は、そ うした連帯 の理念 にな る可能性 を、まだ秘め

ている と信 じたい。

 今 回の石井 由香 氏 との対話のなかで、同 じ国際社会学を研 究す る、尊敬す る先輩 でもある石

井氏 との問題意識や研究視点の違いが明 らかになった。 しか し、 この違いはおそ らく、基本的

に同 じ方 向の 「目標 」を見す えた うえでの違 いなのだ ろ う。拙 著に貴重 なコメン トを していた

だいた石井氏 と、わた したちに有益な対話 の場 を提供 して くだ さった編集委員会のみな さまに、

改めて御礼 申 し上げたい。

(しおばら よしかず 日本学術振興会特別研究員)
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